
■災害時要援護者の避難支援制度
Q今回の震災を受けて見直すべきでは。
A停電時の通信手段や支援者自身が避難
した場合の安否確認などの課題の検討や
支援組織への今後の調査により、必要な
見直しを行っていきたい。
■ごみ処理施設の災害時対応
Q震災を受けての課題と今後の対応は。
A停電や道路渋滞の発生、収集車の燃料
確保などの課題が判明した。今後は緊急
時の対応を改めて確認し、近隣処理施設
でのごみの受け入れの調整や搬入業者へ
の連絡体制の整備など適切に対応したい。

■震災時のペットなどへの対応
Q対策とおさかなポストへの支援は。
A市への相談には震災直後に(社)日本獣
医師会などが設置した｢緊急災害時動物救
援本部｣を案内している。おさかなポスト
への支援は必要に応じて協議し、さまざ
まな支援事業を情報提供していきたい。
■自転車運転者の法令遵守
Q走行ルール改正後の禁止事項と罰則は。
A23年５月の県道路交通法施行細則の
改正により、運転中の携帯電話やイヤホ
ンの使用が禁止事項で５万円以下の罰金
であるため、周知を図っていきたい。

■京町通りの交通安全対策
Q市営住宅前の横断歩道設置の進捗は。
A川崎警察署と協議を進めている。既存
の京町歩道橋は通学路として児童が利用
しているため、歩道橋撤去は近隣の教育
施設などとも協議を行い、小田公園の再
整備事業との整合も図っていきたい。
■塩浜交差点の安全対策
Q23年４月の死亡事故を受けた対応は。
A交差点内の低木を刈り込み、左折車両
の巻き込み防止の誘導線確保などを行う。
新川通り交差点と同様な信号制御の導入
は、交通管理者に要望していく。

■JR武蔵小杉駅の丸子地区側の改札
Q横須賀線高架下に改札口を新設したが、
丸子地区側の改札口も設置しては。
AJR東日本に要望を伝えてきたが、現時
点ではこれ以上の改札口の設置は管理上
の課題などで困難であると伺っている。
■高層住宅居住者への緊急時の対策
Qエレベーターはライフラインの一つだ
が復旧に十分な人員は確保しているのか。
A現在、県、横浜・川崎・相模原市によ
る防災・危機管理対策推進協議会で（社）

日本エレベータ協会の協力により、早期
復旧に向けた対策なども検討している。

■特別支援学級
Q担任の専門性の向上が必要だが対応は。
A23年度から特別支援学校教諭の免許の
取得・取得見込み者を10名程度採用して
おり、特別支援学校で専門性を養い将来
的には小・中学校の特別支援学級などで
専門的な力を発揮することが期待できる。
■学校給食食材の放射線測定
Q放射線量測定実施の具体的な内容は。
A23年７月は市内３地区で野菜を衛生
研究所に持ち込み、放射性ヨウ素、放射性
セシウムの測定を行う。今後は検査結果
を随時、市ホームページで公表していく。

■宅地防災工事助成金制度
Q昭和37年の宅地造成等規制法施行以
前に造成された擁壁などの改修工事への
助成金制度を周知徹底すべきでは。
A市政だよりなどで周知してきたが、今
後も区と関係局で連携しながら、制度が
活用されるよう周知に努めていきたい。
■訪問型子育て支援策の拡充
Q病児・病後児がいる家庭へ看護師資格
者などが訪問するサービスを活用しては。
A多様な保育ニーズに対応し、訪問型の
支援策の拡充など仕事と子育ての両立支
援への取り組みの充実に努めていきたい。

■救急医療体制
Q重症以上の患者現場滞在時間が30分
以上の件数が南部より、北部が多いが理由は。
A搬送する医療機関は南部で19、北部で
は10と南部に比較して少ないため、搬送
先を決定するのに時間を要したと考える。
■麻生水処理センターの多目的広場
Q多目的広場の拡張をすべきだが対応は。
A遊歩道、緩衝帯などの機能確保を図り、
具体的な検討を行った結果、公式ソフト
ボール場のホームベースとセンター間で
約65メートル確保が可能となった。23年
度中に広場の拡張整備を目指したい。

■歩道上の自転車のスピード対策
Qラゾーナ川崎近隣の市道幸６号線南側
歩道の自転車のスピード対策は。
A市道幸６号線は歩道が整備され自転車
の通行が認められているが、スピード抑
制や歩行者への注意を喚起する路面シー
ルの設置を検討していきたい。
■女性相談員
Qドメスティックバイオレンス被害者の
相談を受ける市非常勤職員の処遇改善は。
A業務内容を含めた今後の職のあり方な
どの課題について、関係局で連携の上、
調査研究を進めていきたい。

■コミュニティ交通の普及促進
Q導入促進に向けた現状の課題と対策は。
A採算性の確保や既存バス路線との競合
などが課題である。今後は事例を踏まえ
ながら、引き続き地域の主体的な取り組
みに対し適切に支援していきたい。
■二重行政の問題
Q国や県との二重、三重行政が無駄や
サービスの停滞などを生んでいるが課題は。
A基礎自治体の自主性・自立性を高める
分権型の行財政の仕組みを構築して、効
果的・効率的な行政サービスの提供や透
明性の向上を図ることが必要である。

■災害時の高齢者・障害者支援
Q指揮対応を各区役所に一元化させるこ
とで、一層のサポートを進めるべきでは。
A区災害対策本部の体制や災害時要援護
者避難支援制度における課題などの検証
を踏まえ総合的に検討していきたい。
■川崎社会保険病院の療養病床
Q療養病床整備を目的に市に対し人材確
保の支援措置が要望された場合の対応は。
A(社)川崎市看護協会ではハローワーク
と連携し、市内医療機関などによる看護
職の合同面接会の開催や協会で求人情報
を閲覧できる体制づくりを進めている。

■多摩川の水族館
Q市内の公共施設に生物を観察できるよ
うに水槽を設置してはどうか。
A中流域の二ヶ領せせらぎ館と下流河口
域の大師河原水防センターの有する水槽
展示機能を活用した連携により、博物館
として効果的な事業を実施していきたい。
■小学生に対する先端科学技術の啓発
Q市が誇る優れたものづくりや環境技術
を理解してもらいたいが、見解は。
Aより多くの小学生が科学する心を育み、
未来の科学者が市から誕生するよう教材
の検討も含め取り組んでいきたい。

■フランチャイズオーケストラ支援
Q東京交響楽団への支援は。
A市内公共施設や音楽大学などの協力で
公演を開催できるよう調整を行ってきた。
引き続き、公演の場を確保するとともに、
リハーサルは楽団の意向を確認しながら、
可能な対応を検討していきたい。
■自主防災組織と避難所の運営
Q避難所運営は自主防災組織と避難所施
設との事前の取り決めが重要ではないか。
A区役所、自主防災組織、学校との連携
は大変重要となるため、避難所運営会議
のあり方などについて検討していきたい。

★5 避難所運営会議
自主防災組織、施設管理者などにより
構成される組織で、避難所の管理運営
を行います。

★6 条例指定ＮＰＯ法人
２３年６月の法改正により、地域で活動
するＮＰＯ法人を支援するため、個人住
民税の寄付金控除の対象となるＮＰＯ
法人を各自治体が条例で指定できる制
度が創設されました。

★7 ＢＣＰ
Business  Continuity  Planの略で日
本語に訳すと事業継続計画です。大規
模な災害・事故・システム障害が発生し
た場合に、企業や行政組織が基幹事業
の継続や早期に事業を再開するために
策定する行動計画を指します。
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議長・副議長の
主な出席行事
（２3年 5月～7月）

26日㈭

29日㈰

31日㈫

2日㈭

9日㈭

25日㈯

8日㈮

12日㈫

19日㈫

川崎市人権擁護委員協議会
定時総会
第６４回川崎市視覚障害者福
祉協会定期総会
平成23年度川崎市自閉症協
会総会

平成23年度川崎市環境功労
者表彰式
入江崎水処理センター西系
高度処理施設完成式典
(財)川崎市体育協会表彰式

2011 FIGトランポリンワー
ルドカップシリーズ川崎大会
開会式
実験動物中央研究所・新研究
所開設見学会・記念式典
第51回川崎市全町内会連合
会定期総会

●23年５月

●23年６月

●23年７月

このほか、各種行事に出席しています。

次の定例会は９月5日から開かれ、
主に平成22年度決算などを審議す
る予定です。

お知らせ

東京交響楽団の演奏の様子

麻生水処理センターの上部（多目的広場）

入江崎水処理センター西系高度処理施設
完成式典の通水始動式で押ボタンの操作
をする議長・副議長
大島　明議長　（右から３番目）
岩崎善幸副議長（右から２番目）

高津区
後藤　晶一
（公明党）

麻生区
花輪　孝一
（公明党）

川崎区
嶋崎　嘉夫
（自民党）

多摩区
菅原　進
（公明党）

幸区
鏑木　茂哉
（自民党）

麻生区
雨笠　裕治
（民主党）

幸区
竹間　幸一
（共産党）

麻生区
月本　琢也
（みんなの党）

高津区
粕谷　葉子
（民主党）

川崎区
佐野　仁昭
（共産党）

中原区
松川　正二郎
（みんなの党）

麻生区
山崎　直史
（自民党）
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